
ル-ルによって運営されるようにするため1労働基準法とは別に.労働契

約の分野において民汝の特別法となる労働契約法制を制定しl労使当事者

がその実情に応じて対等な立場で自主的に労働条件を決定することができ,

かつ,労働契約の内容が適正なものになるような労働契約に関する基本的

なル-ルを示すことが必要である.

この労働契約法制においては,単に判例法理を立法化するだけでなく,

実体規定と手続規定とを組み合わせることやl当事者の意思が明確でない

場合に対応した任意規定.推定親定を活用することにより1労使当事者の

行為規範となり,かつl具体的事案に適用した場合の予測可能性を高吟て

紛争防止にも役立つようなル-ルを形成することが必要であるo

イ 労働基準法と労働契約法制それぞれの役割
労働基準法には,強制労働の禁止や中間搾取の排除等のように基本的な

人権に反する封建的な労働慣行の排除を目的としてVlる規定があるがlこ

れらについては引き続き罰則及び監督指導によって履行を確保することが
不可欠であるo また- 労働者の賃金の支払や適正な労働時間の実現等の分

野においても1労働者が人た.るに値する生活を営むことが.できるようにす
るため,労働基準法におVlて労働条件の最低基準を定め,罰則及び監督指

導により履行を確保することが重要である.さらに,労働条件の明示や就

業規則の作成等については,労働契約と密接な関係にあるがl罰則及び監

督指導を前提とする労働基準法において定めることが実効性の確保の観点

から適当であるo ただし-労働基準法のこれらの規定につVlても,労働契

約に関するル-ルの明確化等の観点からの見直しが必要となると考えられ

.る.

-方,現在労働基準法において定められている規定であってもl解雇権

濫用法理のように罰則になじまず1労使当事者が自主的に労働契約の締rR

変臥終了を決定するに当たって必要となる民事的なJt,Tルについては,.
罰則と監督指導を前提とする労働基準法から新たに定める労働契約法制に

移すことが適当であるo

労使当事者の対等な立場での自主的な決定を促進する労働契約法制と-

労働条件の最低基準を定め罰則や監督指導によりその確保を図る労働基準

法等の従来の労働関係法令とは,両者があいまって時代の変化に対応した

適正な労働由係の実現を可能とするものであるD

このような観点から労働時間制度についてみると,就業形態の多様化や

事業の高度化,高付加価値化によって,労働者の創造的.専門的能力を発

揮できる自琴的な働き方への対応が求められており, L労働契約法6,Jlを制定
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